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コード番号 ２４４９ 本社所在都道府県 東京都
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代　 表 　者 役職・氏名　代表取締役社長　　矢島　尚 　

問合せ責任者 役職・氏名　取締役管理本部長　盛　典信 　TEL (03)3486－6831　

　 　 　

決算取締役会開催日 平成19年４月20日 配当支払開始日 平成―年―月―日

単元株制度採用の有無 有(１単元100株) 　 　

　

1. 平成19年２月中間期の業績（平成18年９月１日～平成19年２月28日）

(1) 経営成績 (注)　記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。
　

　 売上高 営業利益 経常利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

 19年２月中間期 2,007 (  7.4) 168 (△31.0) 192 (△24.6)

 18年２月中間期 1,869 ( 13.2) 244 (  27.3) 254   (  26.9)

  18年８月期 4,113 　 482 　 501 　

　

　 中間（当期）純利益 1株当たり中間（当期）純利益

　 百万円 ％ 円 銭

 19年２月中間期 113 (△ 8.5) 24 25

 18年２月中間期 124 (  11.9) 26 51

  18年８月期 263 　 56 34
　
 (注) ①期中平均株式数 　19年２月中間期　4,677,860株　18年２月中間期 4,678,988株  18年８月期 4,678,959株
　　　②会計処理の方法の変更 　無
　　　③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率
　　
(2) 財政状態 (注)　記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

　
　 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

　 百万円 百万円 ％ 円 銭

 19年２月中間期 2,825 1,860 65.8 398 71

 18年２月中間期 2,629 1,676 63.8 358 35

  18年８月期 3,043 1,822 59.9 389 44

(注) ① 期末発行済株式数 19年２月中間期 4,665,230株 18年２月中間期 4,678,930株 18年８月期 4,678,930株

　 ② 期末自己株式数 19年２月中間期 13,780株 18年２月中間期 80株 18年８月期 80株

　

2.　平成19年８月期の業績予想（平成18年9月１日～平成19年8月31日）

　 売上高 経常利益 当期純利益
　 百万円 百万円 百万円

通期 4,411 562 324

　(参考)　１株当たり予想当期純利益（通期）　69円35銭

　　※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素
を含んでおります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。なお、上
記予想に関する事項は添付資料の14ページを参照してください。

　

3.　配当状況

・現金配当 １株当たり配当金(円)

　 第１四半期末 中間期末 第３四半期末 期末 その他 年間

18年８月期  ―  ―  ― 13 ― 13

19年８月期(実績)  ―  ― ―           ― ―
13

19年８月期(予想) ― ―  ― 13 ―
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6. 中間財務諸表等

中間財務諸表

① 中間貸借対照表

　

　 　
前中間会計期間末

(平成18年２月28日)

当中間会計期間末

(平成19年２月28日)

前事業年度
要約貸借対照表

(平成18年８月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 　 　 1,420,062 　 　 1,299,052 　 　 1,595,155 　

　２　受取手形 　 　 16,558 　 　 5,330 　 　 21,011 　

　３　売掛金 　 　 424,876 　 　 591,649 　 　 621,138 　

　４　たな卸資産 　 　 91,416 　 　 83,701 　 　 84,311 　

　５　有価証券 　 　 ― 　 　 25,155 　 　 10,056 　

　６　その他 　 　 65,416 　 　 66,574 　 　 67,093 　

　　　貸倒引当金 　 　 △3,040 　 　 △754 　 　 △1,640 　

　　　流動資産合計 　 　 2,015,290 76.7 　 2,070,710 73.3 　 2,397,125 78.8

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 ※１ 　 110,974 　 　 103,007 　 　 108,611 　

　２　無形固定資産 　 　 1,648 　 　 823 　 　 1,235 　

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 投資有価証券 　 179,603 　 　 292,030 　 　 236,776 　 　

　　(2) 差入保証金 　 164,100 　 　 138,775 　 　 138,775 　 　

　　(3) 繰延税金資産 　 119,313 　 　 121,606 　 　 122,279 　 　

　　(4) その他 　 38,163 501,181 　 98,945 651,357 　 38,263 536,094 　

　　　固定資産合計 　 　 613,804 23.3 　 755,188 26.7 　 645,942 21.2

　　　資産合計 　 　 2,629,094 100.0 　 2,825,898 100.0 　 3,043,067 100.0
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前中間会計期間末

(平成18年２月28日)

当中間会計期間末

(平成19年２月28日)

前事業年度
要約貸借対照表

(平成18年８月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払手形 　 　 41,366 　 　 63,392 　 　 126,556 　

　２　買掛金 　 　 152,401 　 　 243,401 　 　 304,914 　

　３　未払法人税等 　 　 120,933 　 　 81,599 　 　 151,362 　

　４　賞与引当金 　 　 51,249 　 　 55,245 　 　 54,218 　

　５　役員賞与引当金 　 　 9,250 　 　 ― 　 　 19,250 　

　６　その他 　 　 251,776 　 　 182,138 　 　 223,769 　

　　　流動負債合計 　 　 626,977 23.8 　 625,777 22.2 　 880,071 28.9

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　退職給付引当金 　 　 70,854 　 　 72,276 　 　 79,686 　

　２　役員退職慰労引当金 　 　 254,550 　 　 267,750 　 　 261,150 　

　　　固定負債合計 　 　 325,404 12.4 　 340,026 12.0 　 340,836 11.2

　　　負債合計 　 　 952,381 36.2 　 965,803 34.2 　 1,220,908 40.1

　　　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 　 　 470,783 17.9 　 ― ― 　 ― ―

Ⅱ　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本準備金 　 　 374,437 　 　 ― 　 　 ― 　

　　　資本剰余金合計 　 　 374,437 14.2 　 ― ― 　 ― ―

Ⅲ　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　利益準備金 　 　 32,281 　 　 ― 　 　 ― 　

　２　任意積立金 　 　 43,009 　 　 ― 　 　 ― 　

　３　中間未処分利益 　 　 736,394 　 　 ― 　 　 ― 　

　　　利益剰余金合計 　 　 811,685 30.9 　 ― ― 　 ― ―

Ⅳ　その他有価証券
　　評価差額金

　 　 19,940 0.8 　 ― ― 　 ― ―

Ⅴ　自己株式 　 　 △134 △0.0 　 ― ― 　 ― ―

　　　資本合計 　 　 1,676,713 63.8 　 ― ― 　 ― ―

　　　負債資本合計 　 　 2,629,094 100.0 　 ― ― 　 ― ―
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前中間会計期間末

(平成18年２月28日)

当中間会計期間末

(平成19年２月28日)

前事業年度
要約貸借対照表

(平成18年８月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本金 　 　 ― ― 　 470,783 16.7 　 470,783 15.5

　２　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 資本準備金 　 ― 　 　 374,437 　 　 374,437 　 　

　　　資本剰余金合計 　 　 ― ― 　 374,437 13.3 　 374,437 12.3

　３　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 利益準備金 　 ― 　 　 32,281 　 　 32,281 　 　

　　(2) その他利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　特別償却準備金 　 ― 　 　 245 　 　 245 　 　

　　　　別途積立金 　 ― 　 　 42,518 　 　 42,518 　 　

　　　　繰越利益剰余金 　 ― 　 　 928,834 　 　 876,207 　 　

　　　利益剰余金合計 　 　 ― ― 　 1,003,879 35.5 　 951,253 31.2

　４　自己株式 　 　 ― ― 　 △15,806 △0.6 　 △134 △0.0

　　　株主資本合計 　 　 ― ― 　 1,833,295 64.9 　 1,796,340 59.0

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　その他有価証券
　　　評価差額金

　 　 ― ― 　 26,799 0.9 　 25,818 0.9

　　　評価・換算差額等
　　　合計

　 　 ― ― 　 26,799 0.9 　 25,818 0.9

　　　純資産合計 　 　 ― ― 　 1,860,095 65.8 　 1,822,158 59.9

　　　負債純資産合計 　 　 ― ― 　 2,825,898 100.0 　 3,043,067 100.0
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② 中間損益計算書

　

　 　
前中間会計期間

(自　平成17年９月１日
至　平成18年２月28日)

当中間会計期間

(自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日)

前事業年度
要約損益計算書

(自　平成17年９月１日
至　平成18年８月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 　 　 1,869,584 100.0 　 2,007,042 100.0 　 4,113,192 100.0

Ⅱ　売上原価 　 　 1,375,117 73.6 　 1,545,836 77.0 　 3,097,711 75.3

　　　売上総利益 　 　 494,466 26.4 　 461,205 23.0 　 1,015,480 24.7

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　 　 250,242 13.3 　 292,803 14.6 　 533,287 13.0

　　　営業利益 　 　 244,224 13.1 　 168,401 8.4 　 482,193 11.7

Ⅳ　営業外収益 ※１ 　 10,620 0.5 　 25,064 1.3 　 19,786 0.5

Ⅴ　営業外費用 ※２ 　 14 0.0 　 1,234 0.1 　 117 0.0

　　　経常利益 　 　 254,830 13.6 　 192,231 9.6 　 501,862 12.2

Ⅵ　特別利益 ※３ 　 ─ ─ 　 ─ ─ 　 2,776 0.1

Ⅶ　特別損失 ※４ 　 16,770 0.9 　 107 0.0 　 17,871 0.5

　　　税引前中間(当期)
　　　純利益

　 　 238,059 12.7 　 192,123 9.6 　 486,767 11.8

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

　 118,028 　 　 76,670 　 　 236,169 　 　

　　　法人税等調整額 　 △4,000 114,028 6.1 2,000 78,670 3.9 △13,000 223,169 5.4

　　　中間(当期)純利益 　 　 124,030 6.6 　 113,452 5.7 　 263,598 6.4

　　　前期繰越利益 　 　 612,364 　 　 ― 　 　 ― 　

　　　中間未処分利益 　 　 736,394 　 　 ― 　 　 ― 　
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③ 中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間(自　平成18年９月１日　至　平成19年２月28日)
　
　

　

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年８月31日残高(千円) 470,783 374,437 374,437

中間会計期間中の変動額 　 　 　

中間会計期間中の変動額合計

(千円)
― ― ―

平成19年２月28日残高(千円) 470,783 374,437 374,437

　

　

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計特別償却

準備金
別途積立金

繰越利益

剰余金

平成18年８月31日残高(千円) 32,281 245 42,518 876,207 951,253 △134 1,796,340

中間会計期間中の変動額 　 　 　 　 　 　 　

　剰余金の配当 　 　 　 △60,826 △60,826 　 △60,826

　中間純利益 　 　 　 113,452 113,452 　 113,452

　自己株式の取得 　 　 　 　 ― △15,671 △15,671

中間会計期間中の変動額合計

(千円)
― ― ― 52,626 52,626 △15,671 36,955

平成19年２月28日残高(千円) 32,281 245 42,518 928,834 1,003,879 △15,806 1,833,295

　

　

評価・換算差額等

純資産合計その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

平成18年８月31日残高(千円) 25,818 25,818 1,822,158

中間会計期間中の変動額 　 　 　

　剰余金の配当 　 　 △60,826

　中間純利益 　 　 113,452

　自己株式の取得 　 　 △15,671

　株主資本以外の項目の中間

　会計期間中の変動額(純額)
981 981 981

中間会計期間中の変動額合計

(千円)
981 981 37,936

平成19年２月28日残高(千円) 26,799 26,799 1,860,095
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前事業年度(自　平成17年９月１日　至　平成18年８月31日)

　

　

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成17年８月31日残高(千円) 470,783 374,437 374,437

事業年度中の変動額 　 　 　

事業年度中の変動額合計(千円) ― ― ―

平成18年８月31日残高(千円) 470,783 374,437 374,437

　

　

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計特別償却

準備金
別途積立金

繰越利益

剰余金

平成17年８月31日残高(千円) 32,281 735 42,518 682,088 757,623 ― 1,602,845

事業年度中の変動額 　 　 　 　 　 　 　

　剰余金の配当 　 　 　 △51,469 △51,469 　 △51,469

　役員賞与の支給 　 　 　 △18,500 △18,500 　 △18,500

　当期純利益 　 　 　 263,598 263,598 　 263,598

　自己株式の取得 　 　 　 　 ― △134 △134

　特別償却準備金の取崩 　 △490 　 490 ― 　 ―

事業年度中の変動額合計(千円) ― △490 ― 194,119 193,629 △134 193,494

平成18年８月31日残高(千円) 32,281 245 42,518 876,207 951,253 △134 1,796,340

　

　

評価・換算差額等

純資産合計その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

平成17年８月31日残高(千円) 11,006 11,006 1,613,851

事業年度中の変動額 　 　 　

　剰余金の配当 　 　 △51,469

　役員賞与の支給 　 　 △18,500

　当期純利益 　 　 263,598

　自己株式の取得 　 　 △134

  特別償却準備金の取崩 　 　 －

　株主資本以外の項目の

　事業年度中の変動額(純額)
14,811 14,811 14,811

事業年度中の変動額合計(千円) 14,811 14,811 208,306

平成18年８月31日残高(千円) 25,818 25,818 1,822,158
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

　

前中間会計期間
(自　平成17年９月１日
至　平成18年２月28日)

当中間会計期間
(自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日)

前事業年度
(自　平成17年９月１日
至　平成18年８月31日)

１　資産の評価基準及び評価方法

　(1) 有価証券

　　①　子会社株式

　　　　移動平均法による原価法を

採用しております。

１　資産の評価基準及び評価方法

　(1) 有価証券

　　①　子会社株式

　　　　同左

１　資産の評価基準及び評価方法

　(1) 有価証券

　　①　子会社株式

　　　　同左

　　②　その他有価証券

　　　　(時価のあるもの)

　　　　中間決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定)を採用しており

ます。

　　②　その他有価証券

　　　　(時価のあるもの)

　　　　中間決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定)を採用しており

ます。

　　②　その他有価証券

　　　　(時価のあるもの)

　　　　決算日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部純

資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定)を採用しておりま

す。

　　　　(時価のないもの)

　　　　移動平均法による原価法を

採用しております。

　　　　(時価のないもの)

　　　　　同左

　　　　(時価のないもの)

　　　　　同左

　(2) たな卸資産

　　①　未成業務支出金

　　　　個別法による原価法を採用

しております。

　(2) たな卸資産

　　①　未成業務支出金

　　　　　同左

　(2) たな卸資産

　　①　未成業務支出金

　　　　　同左

　　②　貯蔵品

　　　　最終仕入原価法を採用して

おります。

　　②　貯蔵品

　　　　　同左

　　②　貯蔵品

　　　　　同左

２　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

　　　建物(附属設備を除く)につい

ては定額法、その他の有形固

定資産については定率法を採

用しております。

　　　なお、主な耐用年数は次の通

りであります。

　　　　建物　　　　８～15年

　　　　車両運搬具　　　６年

　　　　器具備品　　４～15年

２　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

　　　同左

　

　

　

　　　なお、主な耐用年数は次の通

りであります。

　　　　建物　　　　３～15年

　　　　車両運搬具　　　６年

　　　　器具備品　　４～15年

２　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

　　　同左

　

　

　

　　　なお、主な耐用年数は次の通

りであります。

　　　　建物　　　　３～15年

　　　　車両運搬具　　　６年

　　　　器具備品　　４～15年

　　　(少額固定資産)

　　　取得価額が10万円以上20万円

未満の少額減価償却資産につ

いては、法人税法の規定に基

づき３年間で均等償却してお

ります。

　　　(少額固定資産)

　　　同左

　　　(少額固定資産)

　　　同左

　(2) 無形固定資産

　　　自社利用のソフトウェア

　　　社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法を採用して

おります。

　(2) 無形固定資産

　　　同左

　(2) 無形固定資産

　　　同左
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前中間会計期間

(自　平成17年９月１日
至　平成18年２月28日)

当中間会計期間
(自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日)

前事業年度
(自　平成17年９月１日
至　平成18年８月31日)

３　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

　　　売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収不能見込

額を計上しております。

３　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

　　　　同左

３　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

　　　　同左

　(2) 賞与引当金

　　　従業員に支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額の

うち当中間会計期間負担額を

計上しております。

　(2) 賞与引当金

　　　　同左

　(2) 賞与引当金

　　　従業員に支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額の

うち当期負担額を計上してお

ります。

　(3) 退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備えるた

め、「退職給付会計に関する

実務指針」(日本公認会計士協

会会計制度委員会報告13号平

成11年９月14日)に定める簡

便法により、当中間会計期間

末における自己都合退職によ

る中間期末要支給額の100％を

計上しております。

　(3) 退職給付引当金

　　　　同左

　(3) 退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備えるた

め、「退職給付会計に関する

実務指針」(日本公認会計士協

会会計制度委員会報告13号平

成11年９月14日)に定める簡

便法により、当期末における

自己都合退職による期末要支

給額の100％を計上しておりま

す。

　(4) 役員退職慰労引当金

　　　役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく中間

期末要支給額を計上しており

ます。

　(4) 役員退職慰労引当金

　　　　同左

　(4) 役員退職慰労引当金

　　　役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しておりま

す。

　(5) 役員賞与引当金

　    役員に対して支給する賞与の
　　  支出に充てるため、支給見込
　　　額のうち当中間会計期間負担
　　　額を計上しております。

　(5)  ――――――――――――

　 

　(5) 役員賞与引当金

     役員に対して支給する賞与の
　　 支出に充てるため、支給見込
     額のうち当事業年度末の負担
     額を計上しております。

４　外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

　　　外貨建債権債務は中間決算日

の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処

理しております。

４　外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

　　　同左

４　外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

　　　外貨建債権債務は決算日の直

物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理

しております。

５　リース取引の処理方法

　　　リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。

５　リース取引の処理方法

　　　同左

５　リース取引の処理方法

　　　同左

６　その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

　　　消費税及び地方消費税の会計

処理については、税抜方式によ

っております。

６　その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

　　　同左

６　その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

　　　同左
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会計処理の変更

　

前中間会計期間
(自　平成17年９月１日
至　平成18年２月28日)

当中間会計期間
(自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日)

前事業年度
(自　平成17年９月１日
至　平成18年８月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準）

　当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会　平成

14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会　平成15年10

月31日　企業会計基準適用指針第６

号）を適用しております。

　これによる損益に与える影響はあ

りません。

    

 ―――――――――――――――　

　　

  ――――――――――――――

  

  

  

  

  

  

  

  

　　  

  　　

　　　　

 　　 

  ―――――――――――――― 

（固定資産の減損に係る会計基準）

当事業年度から「固定資産の減損に

係る会計基準」（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会　平成14年８

月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会　平成15年10月31日　

企業会計基準適用指針第６号）を適

用しております。

　これによる損益に与える影響はあ

りません。

　　

　（貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準）

　当事業年度から「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号　平成17年12

月９日）および「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号　平成17年12月９日）を適用

しております。

　従来の資本の部の合計に相当する

金額は1,822,158千円であります。

　なお、財務諸表等規則の改正によ

り、当事業年度における貸借対照表

の純資産の部については、改正後の

財務諸表等規則により作成しており

ます。

　　　　　　

（役員賞与に関する会計基準）

　当中間会計期間から「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基準委

員会　平成17年11月29日　企業会計

基準第４号）を適用しております。

　この結果、販売費及び一般管理費

が9,250千円増加し、営業利益、経常

利益及び税引前中間純利益が、同額

減少しております。

  ――――――――――――――

　　　

　　　　

　　　　

　　　

　　　

　　　

　　　

　　　

（役員賞与に関する会計基準）

　当事業年度から「役員賞与に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会

　平成17年11月29日　企業会計基準

第４号）を適用しております。

　この結果、販売費及び一般管理費

が19,250千円増加し、営業利益、経

常利益及び税引前当期純利益が、同

額減少しております。　　
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前中間会計期間
(自　平成17年９月１日
至　平成18年２月28日)

当中間会計期間
(自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日)

前事業年度
(自　平成17年９月１日
至　平成18年８月31日)

 ―――――――――――――――

　　
（企業結合に係る会計基準等）

　当中間会計期間から「企業結合に

係る会計基準」（企業会計審議会 平

成15年10月31日）及び「事業分離等

に関する会計基準」（企業会計基準

委員会 平成17年12月27日　企業会計

基準第７号）並びに「企業結合会計

基準及び事業分離会計基準に関する

適用指針」（企業会計基準委員会 平

成17年12月27日 企業会計基準適用指

針第10号）を適用しております。

　これによる損益に与える影響はあ

りません。

 ―――――――――――――――

　　

　

― 11 ―



注記事項

(中間貸借対照表関係)

　
前中間会計期間末
(平成18年２月28日)

当中間会計期間末
(平成19年２月28日)

前事業年度末
(平成18年８月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計

額　　　　　　　58,120千円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額　　          78,427千円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額　            64,804千円
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(中間損益計算書関係)

　

前中間会計期間
(自　平成17年９月１日
至　平成18年２月28日)

当中間会計期間
(自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日)

前事業年度
(自　平成17年９月１日
至　平成18年８月31日)

※１　営業外収益の主要項目

受取利息 45千円

受取配当金 2,660千円

経営指導料 2,500千円

投資有価証券
売却益

4,149千円

※１　営業外収益の主要項目

受取利息 94千円

受取配当金 4,225千円

経営指導料 600千円

投資有価証券
売却益

15,418千円

※１　営業外収益の主要項目

受取利息 96千円

受取配当金 4,393千円

経営指導料 3,100千円

投資有価証券
売却益

8,823千円

※２　営業外費用の主要項目

為替差損 14千円

※２　営業外費用の主要項目

為替差損 1,069千円

※２　営業外費用の主要項目

為替差損 117千円

※３　――――――――――――

　 　

※３　――――――――――――　

　 　

※３　特別利益の主要項目

貸倒引当金戻入益 1,400千円

※４　特別損失の主要項目

固定資産除却損 5,194千円

事務所移転費用 11,576千円

※４　特別損失の主要項目

固定資産除却損 107千円

　 　

※４　特別損失の主要項目

固定資産除却損 5,994千円

事務所移転費用 11,876千円

　５　減価償却実施額

有形固定資産 9,742千円

無形固定資産 412千円

　５　減価償却実施額

有形固定資産 13,748千円

無形固定資産 412千円

　５　減価償却実施額

有形固定資産 25,893千円

無形固定資産 825千円
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(中間株主資本等変動計算書関係)

当中間会計期間(自　平成18年９月１日　至　平成19年２月28日)

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 80 13,700 ― 13,780
　

(変動事由の概要)

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　自己株式の市場買付による増加　　13,700株

　

　

前事業年度(自　平成17年９月１日　至　平成18年８月31日)

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) ― 80 ― 80

(変動事由の概要)

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　　　80株
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リース取引関係

　

前中間会計期間
(自　平成17年９月１日
至　平成18年２月28日)

当中間会計期間
(自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日)

前事業年度
(自　平成17年９月１日
至　平成18年８月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

有形固定資産

(器具備品)
　

取得価額相当額 11,708千円

減価償却累計額
相当額

9,418千円

中間期末残高
相当額

2,290千円

有形固定資産

(器具備品)
　

取得価額相当額 2,708千円

減価償却累計額
相当額

2,595千円

中間期末残高
相当額

112千円

有形固定資産

(器具備品)
　

取得価額相当額 11,708千円

減価償却累計額
相当額

10,657千円

期末残高相当額 1,051千円

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 2,263千円

１年超 115千円

合計 2,379千円

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 115千円

１年超 ― 千円

合計 115千円

(2) 未経過リース料期末残高相当額

　

１年内 1,094千円

１年超 ― 千円

合計 1,094千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 1,911千円

減価償却費相当額 1,832千円

支払利息相当額 34千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 1,143千円

減価償却費相当額 1,088千円

支払利息相当額 6千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 2,972千円

減価償却費相当額 2,835千円

支払利息相当額 50千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　同左

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　同左

(5) 利息相当額の算定方法

　　リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。

(5) 利息相当額の算定方法

　　同左

(5) 利息相当額の算定方法

　　同左
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有価証券関係

前中間会計期間末(平成18年２月28日現在)

　子会社株式で時価のあるものはありません。

　

当中間会計期間末(平成19年２月28日現在)

　子会社株式で時価のあるものはありません。

　

前事業年度末(平成18年８月31日現在)

　子会社株式で時価のあるものはありません。

　

　

企業結合関係

　　　当中間会計期間(自平成18年９月１日　至平成19年２月28日)

　　　連結財務諸表の注記事項（企業結合等関係）における記載内容と同一であるため、記載してお

　　　りません。
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１株当たり情報

　

前中間会計期間
(自　平成17年９月１日
至　平成18年２月28日)

当中間会計期間
(自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日)

前事業年度
(自　平成17年９月１日
至　平成18年８月31日)

１株当たり純資産額 358円35銭 １株当たり純資産額 398円71銭 １株当たり純資産額 389円44銭

１株当たり中間純利益 26円51銭 １株当たり中間純利益 24円25銭 １株当たり当期純利益 56円34銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式がな

いため記載しておりません。　　

同左 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式がな

いため記載しておりません。

(注)　１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎

　　

　 　
前中間会計期間

(自　平成17年９月１日
至　平成18年２月28日)

当中間会計期間
(自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日)

前事業年度
(自　平成17年９月１日
至　平成18年８月31日)

中間(当期)純利益 (千円) 124,030 113,452 263,598

普通株主に帰属しない
金額

(千円) ─ ─ ─

(うち利益処分による
役員賞与金)

(千円) (─) (─) (─)

普通株式に係る
中間(当期)純利益

(千円) 124,030 113,452 263,598

普通株式の
期中平均株式数

(千株) 4,678 4,677 4,678

希薄化効果を有しない
ため、潜在株式調整後
1株当たり中間（当
期）純利益の算定に含
まれなかった潜在株式
の概要

　 ─ ─ ─
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重要な後発事象

　

前中間会計期間
(自　平成17年９月１日
至　平成18年２月28日)

当中間会計期間
(自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日)

前事業年度
(自　平成17年９月１日
至　平成18年８月31日)

　――――――――――――― 　―――――――――――――

　

　

　―――――――――――――
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